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須崎市議会基本条例 

                               平成 28年 9月 27日 

                               須崎市条例第23号 
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前文 

 住民による選挙で選ばれた議員によって構成される須崎市議会は、同じく選挙で選ばれた須

崎市長とは、日本国憲法に基づく二元代表制の下に、対等で独立しており、それぞれの特性を

生かして、互いに切磋琢磨し、市民の幸せと豊かな須崎市づくりのために、ともに責務を果た

していくことが求められる。 

 近年、国による地方分権改革の推進に関する施策の実施等により、地方公共団体の意志決定

機関としての議会の使命は格段に増してきた。 

 須崎市は、この新しい地方自治の時代に対応するため、市民自治の確立と協働によるまちづ

くりを基本理念として、平成２２年９月に須崎市自治基本条例を制定し、市民の権利と責務及

び市議会並びに市の責務と役割を明確にしてきた。 

 この須崎市自治基本条例における理念を実現するためには、市民、市議会及び市が一体とな

って協働によるまちづくりに取り組むことが必要である。 

 須崎市議会は、地域における民主主義の発展に努め、合議制機関として、主権者である市民

の多様な意見を市政に的確に反映させるため、言論の府、討論の場として十分に議論を尽くす

とともに、市民への情報提供を図り、開かれた議会運営を推進し、また議会の機能をより強化

して、政策の立案及び提案を積極的に行い、最良の意志決定をする使命を果たしていかなけれ

ばならない。 

 よって須崎市議会は、日本国憲法及び地方自治法を遵守し、議会に係る基本的な事項を定め、

その責務を明らかにし、市民の負託に全力で応えることを誓い、ここに須崎市議会基本条例を

制定する。 
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   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方分権の時代にふさわしい市民に身近な議会として、須崎市議会（以

下「議会」という。）及び須崎市議会議員（以下「議員」という。）の活動に関する基本的

事項を定めることにより、議会の機能強化及び活性化を図り、もって市民福祉の向上及び市

政の発展に寄与することを目的とする。 

 （基本原則） 

第２条 議会は、適正に市政が運営されるよう監視を行うとともに、次に掲げる基本原則に基

づいた議会活動を行うものとする。 

（１）公正性及び透明性を確保し、わかりやすい表現による審議を行う等、市民に開かれた議

会を目指すこと。 

（２）政策を立案し、又は執行機関に提案するよう努めること。 

（３）議会が合議制機関であり、言論の府であることを深く認識し、議員相互間の自由な討議

による運営を行い、議論を尽くしたうえでの合意形成に努めること。 

（４）これまで引き継がれている事項について、必要に応じて見直しを行い、不断に議会改革

を推進すること。 

   第２章 議会運営 

 （市長との関係） 

第３条 議会は、市長との立場及び権能の違いを踏まえ、対等で緊張ある関係を保持しなけれ

ばならない。 

 （審議） 

第４条 議会は、市長が提案する重要な政策について、審議の充実を図るため、市長に対し、

次に掲げる事項の説明及び資料の提出を求めることができるものとする。 

（１）政策を必要とする背景、目的及び効果 

（２）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 

（３）政策形成過程での市民参加の有無及びその内容 

（４）総合計画その他計画との整合性 

（５）財源措置 

（６）将来にわたるコスト計算 

２ 議会は、予算及び決算の審議に当たっては、前項の規定に準じ、当該予算及び決算の審議

に係るわかりやすい説明及び資料を施策別又は事業別に市長に求めるものとする。 

３ 議会は、審議を通じて、市の事務の執行に関し、その評価に努めるものとする。 

 （会議及び委員会の運営） 

第５条 議会の会議（以下「会議」という。）並びに常任委員会、議会運営委員会及び特別委

員会（以下「委員会」という。）は、これを公開する。ただし、秘密会を開く議決があった

ときは、非公開とする。 
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２ 議員は、会議及び委員会における質疑及び質問を一問一答方式で行うことができる。 

３ 会議及び委員会への出席を要請された者は、議長又は委員長の許可を得て、議員の質疑及

び質問に対し、その趣旨を確認するものに関して反問することができるものとする。 

   第３章 議員の責務等 

 （議員の責務） 

第６条 議員は、市民の信任によるその立場の重みを忘れず、市民の代表として、市民福祉の

向上を目指すとともに、不断の自己研さんにより、自らの資質向上に努めなければならない。 

２ 議員は、市民に対し議会活動に関する情報、市政の状況及び自らの活動についての説明責

任を果たし、市政に関する調査、政策の提案等を積極的に行うように努めなければならない。 

３ 議員は、高い倫理観が必要とされていることを認識し、品位の保持及び誠実かつ公正な職

務の遂行に努めなければならない。 

４ 議員は、その立場を利用した影響力を不正に行使し、又は市民の疑念若しくは不信を招く

行為を行ってはならない。 

 （議長の責務） 

第７条 議長は、議会を代表する者として、中立かつ公正な職務の遂行に努め、多様な意見の

集約を行い、合意形成に導くよう民主的かつ効率的な議会運営を行わなければならない。 

 （委員長の責務） 

第８条 委員会における委員長は、中立かつ公正な職務の遂行に努めなければならない。 

 （会派） 

第９条 議員は、議会活動を行うため、議員個人又は政策を中心とした同一理念を共有する議

員で会派を結成することができる。 

２ 会派は、会派に所属する議員の活動を支援し、政策に関する調査、提案等を積極的に行う

ように努めるものとする。 

３ 会派は、議会運営並びに政策の立案、提案及び決定に関し、必要に応じて会派内又は会派

間における合意形成に努めるものとする。 

 （議員研修） 

第１０条 議会は、議員の政策形成能力の向上を図るため、議員研修の充実強化を図るものと

する。 

２ 議会は、議員研修の充実強化に当たり、広く各分野から専門的知識を取り入れるよう努め

るものとする。 

 （政務活動費） 

第１１条 会派及び議員は、政務活動費を使用するときは、使途基準に従い、適正に執行し、

常に市民に対して使途の説明責任を負うものとする。 

第４章 市民参画 

 （市民の参画） 

第１２条 議会は、市民に対し、積極的にその有する情報の発信に努め、説明責任を果たさな
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ければならない。 

２ 議会は、学識経験を有する者等による専門的事項に係る調査並びに公聴会制度及び参考人

制度を活用し、市民の専門的又は政策的な見識等を議会における討議に反映させるよう努め

るものとする。 

３ 議会は、市民と情報及び意見を交換することを目的として、議会報告会等を実施するもの

とする。 

４ 請願及び陳情は、その趣旨を踏まえ、適正かつ誠実に取扱い、必要に応じて提出者の意見

陳述の機会を設けるものとする。 

 （議会の広報） 

第１３条 議会は、審議の経過を明らかにするため、会議録（秘密会等の会議録に記載しない

事項を除く。）を公表するとともに、議案に対する議員の賛否を公表するものとする。 

２ 議会は、市民の議会及び市政への関心を高めるために、多様な手段を活用し、議会広報活

動に努めるものとする。 

   第５章 議会事務局 

 （議会事務局） 

第１４条 議会は、議会の政策形成能力の向上及び円滑かつ効率的な議会運営のため、議会事

務局の機能強化及び組織体制の充実に努めるものとする。 

   第６章 議員定数及び議員報酬 

 （議員定数） 

第１５条 議員定数は、議会機能の確保及び強化という観点に立ち、市政の現状、将来の見通

し、市民の意見、類似する地方公共団体の議員定数との比較等により総合的に判断し、決定

するものとする。 

 （議員報酬） 

第１６条 議員報酬は、市の財政状況、将来の見通し、社会経済情勢、市民の意見、類似する

地方公共団体の議員報酬との比較等により総合的に判断し、決定するものとする。 

   第７章 最高規範性 

 （最高規範性） 

第１７条 この条例は、議会運営における最高規範であり、議会に関する条例、規則、訓令等

を制定し、又は改廃する場合は、この条例との整合を図らなければならない。 

   第８章 その他 

（検証及び見直し） 

第１８条 議会は、市民の意見、社会情勢の変化等を勘案し、この条例の目的が達成されてい

るかどうかを検証し、必要に応じてこの条例の見直しを行うものとする。 

 （その他） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は別に定める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



用語解説用語解説用語解説用語解説 

いちもんいっとうほうしいちもんいっとうほうしいちもんいっとうほうしいちもんいっとうほうしきききき    
質問し、これに答弁し、次いで質問、答弁という形式で同一質問者と

答弁者で問答を続けることをいいます。 一問一答方式一問一答方式一問一答方式一問一答方式    

きききき                そくそくそくそく    
行為や事務手続きなどが、それに基づいて行なわれるように定めた事

柄をいいます。    規規規規            則則則則    

ぎかいうんえいいいんかぎかいうんえいいいんかぎかいうんえいいいんかぎかいうんえいいいんかいいいい    円滑な議会の運営を期すため、議会運営の全般について、協議し、意

見調整を図る場として、条例で定め、設置された委員会のことをいいま

す。    議会運営委員会議会運営委員会議会運営委員会議会運営委員会    

きょうきょうきょうきょう        どうどうどうどう    

市民、市議会及び市が相互に補完し合い、協力することをいいます。    
協協協協            働働働働    

くんくんくんくん            れいれいれいれい    
内部的な事務運営等について、指揮監督するために発する命令をいい

ます。    訓訓訓訓            令令令令    

けんけんけんけん            のうのうのうのう    

ある事柄について、権利を主張し、行使できる能力をいいます。 
権権権権            能能能能    

げんろんのげんろんのげんろんのげんろんのふふふふ    
議会における議員活動の基本は言論であることから、議会では特に言

論を尊重し、その自由を保障していることをいいます。    言 論言 論言 論言 論 のののの 府府府府    

こうちょうかいせいこうちょうかいせいこうちょうかいせいこうちょうかいせいどどどど    一定の事項について判断し、又は決定する場合に、広く利害関係者又

は学識経験者等の意見を聴き、その参考にするために設けられた制度の

ことをいいます。    公聴会制度公聴会制度公聴会制度公聴会制度    

ごうごうごうごう    ぎぎぎぎ    せせせせいいいい    
行政機関の意思が複数の構成員の協議によって決定される制度をい

います。    合合合合    議議議議    制制制制    

さいこうきはんさいこうきはんさいこうきはんさいこうきはん    

様々なきまりごとの中で、最も上位に位置するものをいいます。    
最 高 規最 高 規最 高 規最 高 規 範範範範    

さんこうにんせいさんこうにんせいさんこうにんせいさんこうにんせいどどどど    一定の事項の審査又は調査のために、参考となる意見や専門知識、情

報などを有している者の出席を求めて、その意見を聴くために設けられ

た制度のことをいいます。    参考人制度参考人制度参考人制度参考人制度    

しししし                みんみんみんみん    
住民、市内で働く者、市内で学ぶ者、市内で事業を営む者及び活動す

る団体のことをいいます。    市市市市            民民民民    

しししし                こうこうこうこう    
公布された法令、条例、規則等の規定の効力を、一般的、現実的に発

動させることをいいます。    施施施施            行行行行    

じちきほんじょうれじちきほんじょうれじちきほんじょうれじちきほんじょうれいいいい    地方公共団体の意思や方向性を示し、地域課題解決や市民要望に応え

ていくために、市民と市議会と市の関係や役割を示す基本的なルールを

定めた条例のことをいいます。    自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例    



用語解説用語解説用語解説用語解説 

しっこうきかんしっこうきかんしっこうきかんしっこうきかん    
行政の執行権限を持ち、その所掌事務について、地方公共団体の意思

を自ら決定し、外部に表示しうる機関のことをいいます。地方公共団体

には、長(市長)以外に教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会等のさ

まざまな執行機関が置かれています。 
執 行 機執 行 機執 行 機執 行 機 関関関関    

じゅうじゅうじゅうじゅう        みんみんみんみん    

市内に住所を有する者をいいます。 
住住住住            民民民民    

じょうにんいいんかじょうにんいいんかじょうにんいいんかじょうにんいいんかいいいい    地方公共団体の議会が一定の部門の当該地方公共団体の事務に関す

る調査及び議案、陳情等の審査を行わせるため、条例で定め、常設する

委員会のことをいいます。    常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会    

じょうじょうじょうじょう        れいれいれいれい    
地方公共団体がその自治権に基づいて制定する自主法の一つで、議会

の議決によって制定するもののことをいいます。    条条条条            例例例例    

せいむかつどうせいむかつどうせいむかつどうせいむかつどうひひひひ    
議員の市政に関する調査研究等に資するため、必要な経費の一部とし

て支給される費用をいいます。    政務活動費政務活動費政務活動費政務活動費    

せいせいせいせい            がんがんがんがん    国又は地方公共団体等公の機関に対し、それらが所管する事項に関

し、一定の措置をとるよう、あるいはとらないよう希望し申し出ること

をいいます。 請請請請            願願願願    

そうごうけいかそうごうけいかそうごうけいかそうごうけいかくくくく    
地方公共団体が策定する当該団体のすべての計画の基本となる、行政

運営の総合的な指針となる計画をいいます。    総 合 計総 合 計総 合 計総 合 計 画画画画    

ちほうぶんけんかいかちほうぶんけんかいかちほうぶんけんかいかちほうぶんけんかいか くくくく    市民に身近な行政は、できる限り地方公共団体が担い、その自主性を

発揮するとともに、市民が地方行政に参画し、協働していくことを目指

す改革をいいます。    地方分権改革地方分権改革地方分権改革地方分権改革    

ちんちんちんちん            じょうじょうじょうじょう    国又は地方公共団体等公の機関に対し、一定の事項に関して利害関係

のある者が、その実情を訴えて、適当な措置を要望する事実上の行為の

ことをいいます。    陳陳陳陳            情情情情    

とくべついいんかとくべついいんかとくべついいんかとくべついいんかいいいい    
常任委員会及び議会運営委員会のほかに、特定の事件を審査するた

め、条例で定め、臨時に設けられた委員会のことをいいます。    特別委員会特別委員会特別委員会特別委員会    

にげんだいひょうせにげんだいひょうせにげんだいひょうせにげんだいひょうせいいいい    
地方公共団体の長、その議会議員は、その地方公共団体の住民が直接

これを選挙することになっていますが、この制度のことをいいます。    二元代表制二元代表制二元代表制二元代表制    

はんはんはんはん            もんもんもんもん    

質疑又は質問をしてきた者に、逆に問いただすことをいいます。    
反反反反            問問問問    

ひひひひ    みつみつみつみつ    かいかいかいかい    
非公開で行う議会の会議のことをいいます。議会の会議は、公開が原

則ですが、地方自治法で議長又は議員三人以上の発議により、出席議員

の三分の二以上の多数決で議決したときは、秘密会を開くことができる

としています。    
秘秘秘秘    密密密密    会会会会    

ふふふふ                そくそくそくそく    
条例等の最後に置かれ、施行期日、経過措置、関係条例等の改廃など、

当該条例等の主要事項に付随する必要事項を定める部分をいいます。    附附附附            則則則則    


